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　株主の皆様におかれましては、ますますご清祥のこ

ととお喜び申し上げます。

　さて、ここに当社第66期（平成21年4月1日から平

成22年3月31日まで）報告書をお届けするにあたり、

ご挨拶申し上げます。

　当連結会計年度におけるわが国経済は、世界的金融

危機に端を発した不況の最悪期からの回復傾向を示し

ましたが、所得、雇用環境では厳しい状況が続きました。

　当石油販売業界におきましては、景気低迷などの影

響により産業用石油製品の需要が減少いたしました。

このような状況下、当社グループでは、石油関連事業は

セルフSS（サービスステーション）を主体に来店給油

客台数の拡大を図り、また高付加価値のカーケア商品、

及び燃料電池や太陽光発電システムなどの新エネル

ギー製品の販売体制を強化いたしました。外食事業は

神奈川県横浜市にケンタッキーフライドチキン店を新

規出店し、不動産事業は東京都豊島区に賃貸マンショ

ンを１棟取得するなど、収益基盤の拡大を図りました。

　しかしながら、石油製品価格の下落やC重油の販売

数量の大幅な減少、個人消費の落ち込みなどを受け、売

上高及び営業利益並びに経常利益とも減収減益となり

ました。また、当期純利益につきましても、保有賃貸不

動産物件建替えに伴う臨時償却費などを計上したため

減益となりました。

　今後につきましても、車両保有台数の減少、低燃費車

普及による石油製品販売数量の減少、SS間販売競争の

激化などにより、非常に厳しい経営環境が続くと予想

されますが、当社グループは、直営SS網の収益力向上

を図り新規SSの開設や営業権獲得などの施策を展開

し、また引き続き高付加価値のカーケア商品や新エネ

ルギー製品の販売強化を実施してまいります。外食事

業及び不動産事業は、既存物件の改修や新規店舗の出

店、新規物件の取得など、リスクを充分に考慮したうえ

で、さらなる収益基盤の拡大を図ってまいります。

　株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援と

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

平成22年6月

代表取締役社長
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売　上　高

当 期 純 利 益

経　常　利　益

総資産／純資産

売　上　高 ··········58,421百万円
経 常 利 益 ·····················381百万円
当期純利益 ·····················117百万円
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石油関連事業

■売上高 （単位：百万円）
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〔直営部門〕 直営部門は、石油製品価格が前期と比較して下落したことな
どにより、売上高は205億82百万円、前期比22.8％の減収となりました。

〔卸部門〕 卸部門は、石油製品価格が前期と比較して下落したことなど
により、売上高は129億37百万円、前期比10.2％の減収となりました。

〔直需部門〕 直需部門は、石油製品価格が前期と比較して下落したこと
や景気低迷による産業用石油製品需要の大幅な減少などにより、売上高
は170億51百万円、前期比28.5％の減収となりました。

〔産業資材部門〕 産業資材部門は、第3四半期連結累計期間以降、石油化
学製品販売において需要が徐々に回復傾向を示したのに加え、ペットボ
トル飲料販売が堅調に推移したことなどにより、売上高は49億47百万
円、前期比5.6％の増収となりました。

〔その他部門〕 その他部門は、同業他社との競争が激化したことなどに
より、売上高は16億37百万円、前期比29.4％の減収となりました。

　当連結会計年度の当社グループは、石油製品価格が前
期と比較して下落したことやC重油の販売数量が大幅
に減少したことなどにより、連結売上高は584億21百
万円、前期比20.2％の減収となりました。また営業利益
は2億5百万円、前期比61.6％の減益、経常利益は3億

81百万円、前期比42.0％の減益となりました。当期純
利益につきましては、保有賃貸不動産物件建替えに伴う
臨時償却費などを計上したため、1億17百万円、前期比
57.1％の減益となりました。
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営業の概況



外食事業
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■売上高 （単位：百万円）
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　外食事業は、ケンタッキーフライドチキン店では新規店舗を神奈川県
横浜市に1店舗出店いたしました。タリーズコーヒー店では店舗立地状況
の変化や景気低迷に起因した個人消費の落ち込みに直面するなど、厳し
い収益環境となりました。その結果、売上高は7億58百万円、前期比
2.3％の減収となりました。

不動産事業
■売上高 （単位：百万円）
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　不動産事業は、既存物件の改修などによる物件付加価値向上に努めま
した。なお、保有賃貸マンションが1棟増加していることなどもあり、売上
高は5億7百万円、前期比1.9％の増収となりました。

石油関連事業
97.8%

不動産事業
0.9%外食事業

1.3%

売上高
構成比

　今後の見通しにつきましては、急速に経済情勢が改善される可能性は低く、石油販売業界におきま
しても、車両保有台数の減少、低燃費車普及による石油製品販売数量の減少、SS間販売競争の激化な
どにより、非常に厳しい経営環境が続くと予想されます。このような経営環境の中、当社グループは、
石油関連事業は新規SSの開設や営業権獲得などの施策による直営SS網の収益率向上を図り、また
カーコーティング洗車や車検などのカーケア商品、燃料電池や太陽光発電システムなどの新エネル
ギー製品の販売を強化してまいります。外食事業、不動産事業は既存物件の改修などを進めながら、新
規出店や新規物件の取得により、収益基盤の拡大を図ってまいります。
　なお、平成23年3月期通期連結業績は、売上高620億円、営業利益2億10百万円、経常利益3億
70百万円、当期純利益1億60百万円を見込んでおります。

今後の見通し
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1960s～1950s～

商号を日新商事株式会社に変更。事業の目的
を一般石油製品及び副製品の販売に変更。

1950年2月

液化瓦斯部を設け、液化石油ガス並びに
その附属品の販売を開始。

1955年2月

石油化学製品の販売を開始。
1957年8月

日新商事60年の歩み
当社は昭和25年2月1日の会社設立より、本年2月1日をもちまして創立60周年を迎えることができ
ました。これもひとえに当社の経営基盤の礎を築き上げてこられた諸先輩方々のご尽力と、取引先企業
及び関係者の方々、株主様のご指導ご鞭撻の賜物と、感謝申し上げる次第でございます。こちらでは、当
社60年の歩みをご紹介させていただきます。

当社子会社日新瓦斯株式会社を設立。
7月より当社石油瓦斯部を分離して営業開始。

1977年6月

子会社チクサ石油株式会社を吸収合併。
1979年4月

1970s～

SS運営機械化対応としてPOS
システムの導入。

1976年4月

横浜市神奈川区に当社第1号の
SSを建設。

1951年1月
川崎市川崎区に川崎石油瓦斯充填
所を開設。 

1962年6月

名古屋市千種区の株式会社イザワの販売施設と営業権を譲受。
9月より当社子会社チクサ石油株式会社を設立して営業開始。

1973年8月

5



東京都中央区の協進石油株式
会社の全株式を取得。当社子
会社とする。

1984年11月

1980s～

当社子会社株式会社ホッツ
（現　日新レジン株式会社）
を設立。

1997年7月

1990s～

当社子会社NISTRADE（M）SDN.BHD.
をマレーシアに設立。

2001年2月

当社単元株式数を1,000株から100株
に引き下げ。

2006年3月

2000s～

横浜市神奈川区に自社ビル
「ベイフロント横浜」を竣工。不
動産賃貸業に進出。

1993年3月

川崎市中原区に飲食店（「KFCインレット小
杉店」）、整備工場、セルフ式SSからなる複
合店舗の営業を開始。

1999年3月
東京証券取引所市場第二部
に上場。

1996年3月

東京都千代田区にて「タリーズ
コーヒー」の営業を開始。

2003年3月

2010s～
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株主様と当社とのコミュニケーションをより深めるためのページです。
株主の皆様がお知りになりたいテーマをQ＆A形式でお伝えいたします。

中期経営計画「GC21-07」の結果についてQ

2007年度 2008年度 2009年度
売上高目標 80,000 85,000 87,000
売上高実績 80,787 73,212 58,421
経常利益目標 580 700 900
経常利益実績 702 658 381

「GC21-07」3ヶ年の目標数値及び実績

2007年度から3ヶ年の中期経営計画「GC21-07」は、2年目にあたる2008年度以降、原油価格の乱高下など、当
社グループの想定外の外部環境の変化の中、燃料転換や企業活動の低下などを起因とした国内石油製品需要の減
少が主要因となり、目標は未達となりました。2010年度も厳しい経営環境が続くと予想されますが、当社グルー
プは車検やカーコーティング洗車などのカーケア商品、太陽光発電システムや燃料電池などの新エネルギー製品
などの販売強化を実施し、収益基盤の強化を図ってまいります。
なお、2010年度を起点とした新3ヶ年中期経営計画「GC21-10」を策定し、最終年度（2012年度）にはROA（総
資産経常利益率）3％、連結経常利益660百万円を目指します。

A

石油販売業界は、世界情勢に伴う原油価格の変動や石油製品の需要動向などにより、不透明な環境下にあります。
このような環境下におきましても、当社グループは安定的な配当を基本的な配当政策とし、業績に鑑み配当してま
いります。平成22年度の1株当たりの配当金は中間、期末とも9円、通期18円を予定しております。

平成22年度配当及び今後の配当政策を教えてください。Q

A

（単位：百万円）
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　平成21年11月神奈川県横浜市保土ヶ谷区に、KFCとしては
4店舗目となる「天王町サティ店」をオープンいたしました。今回
KFCを出店したショッピングセンターは地域1番店で、非常に
大きな商圏を有しており、近隣の方々からは早くからオープン
日の問合せがあるなど、大きな期待が寄せられていました。オー
プン後も活気あふれる当店舗は、今後も安定した収益が期待さ
れます。

｢KFC 天王町サティ店｣をオープン

　平成21年8月に東京都豊島区要町の賃貸マンション「モデュ
ロール池袋西」を取得いたしました。東京メトロ有楽町線・副都
心線「要町」駅より徒歩5分の閑静な住宅街に立地しており、池袋
からも徒歩圏内と利便性の高い環境にあります。周辺には飲食
店や生活用品店が多く、単身者や学生などの様々なニーズに応
えられることからも、高稼働が見込まれます。

豊島区に賃貸マンション1棟を取得

KFC天王町サティ店

モデュロール池袋西

D.Dセルフ小杉SS

　平成21年10月から平成22年3月末まで、経済産業省が実施
した「電気自動車普及環境整備実証事業」に、神奈川県横浜市に
ある当社直営SSのD.Dセルフ小杉SS及びD.Dセルフ山手台SS
がENEOSブランドとして初めて参加協力いたしました。今回の
実証事業では、電気自動車への急速充電及び急速充電中の付加
サービスの提供を行い、お客さまにどのようなニーズがあるか
検証されました。今後この実証事業から得られたデータをもと
に、将来的な電気自動車の普及に向け、当社グループSSの強み
をさらに活かし、収益につなげてまいります。

「電気自動車普及環境整備実証事業」へ参加
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（単位：千円） （単位：千円）連結貸借対照表 連結損益計算書
科　目 前連結会計年度

平成21年3月31日現在
当連結会計年度
平成22年3月31日現在

資　産　の　部
流動資産 10,958,704 10,739,371
現金及び預金 3,519,554 2,259,111
受取手形及び売掛金 6,620,870 7,686,173
商品及び製品 528,989 523,541
貸倒引当金 ▲ 24,993 ▲ 25,795
その他 314,283 296,342
固定資産 11,429,310 12,087,679
有形固定資産 7,410,364 7,760,108
無形固定資産 153,228 147,525
投資その他の資産 3,865,718 4,180,044
資産合計 22,388,015 22,827,050

負　債　の　部
流動負債 3,558,345 3,752,266
支払手形及び買掛金 1,158,150 1,768,493
短期借入金 765,000 765,000
未払金 682,053 581,374
賞与引当金 266,252 229,372
その他 686,889 408,026
固定負債 3,095,210 3,192,365
負債合計 6,653,556 6,944,632

純　資　産　の　部
株主資本 15,505,323 15,501,273
資本金 3,624,000 3,624,000
資本剰余金 3,280,507 3,280,507
利益剰余金 9,244,135 9,240,085
自己株式 ▲ 643,318 ▲ 643,318
評価・換算差額等 229,135 381,145
その他有価証券評価差額金 250,093 390,483
為替換算調整勘定 ▲ 20,958 ▲ 9,338
純資産合計 15,734,459 15,882,418
負債純資産合計 22,388,015 22,827,050

科　目
前連結会計年度
平成20年4月 1 日から
平成21年3月31日まで

当連結会計年度
平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで 

売上高 73,213,940 58,421,860
売上原価 66,314,570 52,149,608
売上総利益 6,899,370 6,272,251
販売費及び一般管理費 6,365,123 6,067,026
営業利益 534,247 205,224
営業外収益 277,867 243,049
営業外費用 153,607 66,388
経常利益 658,507 381,886
特別利益 42,958 937
特別損失 136,460 83,196
税金等調整前当期純利益 565,005 299,627
法人税、住民税及び事業税 282,727 167,023
法人税等調整額 9,556 15,574
当期純利益 272,721 117,029

資産の部
現金及び預金が減少したものの、販売価格の上昇などにより売上債
権が増加、賃貸マンションの購入、事業所の新規開設などにより有
形固定資産が増加し、また時価評価などにより投資有価証券及び関
係会社株式が増加したことなどによって、前期末に比べ4億39百
万円増加いたしました。

純資産の部
時価評価によりその他有価証券評価差額金が増加したことなどに
よって、前期末に比べ1億47百万円増加いたしました。

負債の部
償還、返済により社債、借入金が減少したものの、仕入価格の上昇な
どにより仕入債務が増加したことなどによって、前期末に比べ2億
91百万円増加いたしました。

9

連結財務諸表



（単位：千円）連結キャッシュ・フロー計算書
科　目

前連結会計年度
平成20年4月 1 日から
平成21年3月31日まで

当連結会計年度
平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,542,661 ▲ 113,350
投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 992,428 ▲ 810,231
財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 147,021 ▲ 348,241
現金及び現金同等物に係る換算差額 ▲ 20,825 11,619
現金及び現金同等物の増加額 1,382,386 ▲ 1,260,203
現金及び現金同等物期首残高 2,114,119 3,496,505
現金及び現金同等物期末残高 3,496,505 2,236,302

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益、仕入債務の増加などにより資金が増加し
たものの、売上債権の増加などにより資金が減少いたしました。こ
の結果、1億13百万円の資金の減少となりました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得、投資有価証券の取得などにより資金が減少し
たため、8億10百万円の資金の減少となりました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行により資金が増加したものの、社債の償還、借入金の返
済、配当金の支払などにより資金が減少いたしました。この結果、3
億48百万円の資金の減少となりました。

（単位：千円）連結株主資本等変動計算書　当連結会計年度（平成21年4月1日から平成22年3月31日まで）
株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年3月31日残高 3,624,000 3,280,507 9,244,135 ▲ 643,318 15,505,323 250,093 ▲ 20,958 229,135 15,734,459

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 － － ▲ 121,079 － ▲ 121,079 － － － ▲ 121,079

当期純利益 － － 117,029 － 117,029 － － － 117,029

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） － － － － － 140,389 11,619 152,009 152,009

連結会計年度中の変動額合計 － － ▲ 4,050 － ▲ 4,050 140,389 11,619 152,009 147,959

平成22年3月31日残高 3,624,000 3,280,507 9,240,085 ▲ 643,318 15,501,273 390,483 ▲ 9,338 381,145 15,882,418
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当社グループ直営SS 56SS
【直営 53SS　子会社 3SS】

 KFC店舗 4店舗
 タリーズコーヒー店舗 7店舗

当社グループ直営店舗数

Dr.Drive 震災時給油可能

認証整備工場 セルフ給油 24時間年中無休 指定工場

店舗形態　
太陽光発電システム設置

　当社名古屋支店の2SSを閉鎖した結果、当社グループ直
営SS数は、平成22年6月29日現在で56SSとなりまし
た。そのうち、D.D店舗は48SS、セルフ店舗は22SSと
なっております。また、平成22年9月上旬に、神奈川県横浜
市栄区に1SSを新設する予定となっております。外食事業
のKFCは、平成21年11月、神奈川県横浜市保土ヶ谷区に1
店舗を新規出店し、店舗数は4店舗となりました。また、タ
リーズコーヒーは東京都23区を中心に７店舗を出店して
おります。

＜直営サービスステーション＞
〒 住所 電話番号

東京支店SSグループ 105-0023 東京都港区芝浦1-14-5（芝浦TYビル2階） 03-3457-6933

永代橋SS 104-0033 東京都中央区新川1-16-3 03-3551-4871

D.D駒沢通り八雲SS 152-0023 東京都目黒区八雲4-11-17 03-3717-1550

D.Dセルフ環八砧SS 157-0073 東京都世田谷区砧2-1-2 03-3417-2581

D.D北馬込SS 143-0021 東京都大田区北馬込1-33-5 03-3771-5393

D.D高円寺SS 166-0003 東京都杉並区高円寺南4-13-1 03-3314-0263

D.D目黒中央SS 152-0002 東京都目黒区目黒本町2-1-17 03-3714-9551

D.Dセルフ村山学園SS 208-0011 東京都武蔵村山市学園2-29-2 042-563-0279

D.D戸田中央SS 335-0022 埼玉県戸田市上戸田2-31-11 048-444-1531

志木SS 351-0014 埼玉県朝霞市膝折町4-22-52 048-462-0811

D.D草加氷川町SS 340-0034 埼玉県草加市氷川町1622-2 048-921-1027

D.D王子SS 114-0002 東京都北区王子1-27-12 03-3912-1441

D.D飛鳥山SS 114-0023 東京都北区滝野川3-55-12 03-3910-5651

D.D余丁SS 162-0055 東京都新宿区余丁町8-14 03-3341-3319

D.D中野通りSS 164-0013 東京都中野区弥生町4-26-6 03-3384-2145

D.D赤羽SS 115-0042 東京都北区志茂5-5-2 03-3902-7589

D.D新田端SS 114-0012 東京都北区田端新町3-13-9 03-3800-2044

D.D上富士SS 113-0021 東京都文京区本駒込5-38-7 03-3827-0764

D.Dセルフ昭島SS 196-0015 東京都昭島市昭和町1-3-13 042-544-9212

※

※D.D.草加氷川町SSは、平成22年6月30日付をもって閉鎖を予定しております。
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〒 住所 電話番号
横浜支店SSグループ 221-0056 神奈川県横浜市神奈川区金港町5-32（ベイフロント横浜4階） 045-453-2374

D.D保土ヶ谷SS 220-0055 神奈川県横浜市西区浜松町10-15 045-231-0891

セルフ北富岡SS 236-0051 神奈川県横浜市金沢区富岡東2-4-2 045-772-5817

D.D能見台SS 236-0053 神奈川県横浜市金沢区能見台通34-11 045-784-8355

D.Dセルフ佐江戸SS 224-0054 神奈川県横浜市都筑区佐江戸町745 045-932-3887

D.Dセルフ桜台SS 227-0061 神奈川県横浜市青葉区桜台29-17 045-981-1328

D.Dセルフ山手台SS 245-0004 神奈川県横浜市泉区領家3-1-4 045-811-5857

D.D上倉田SS 244-0816 神奈川県横浜市戸塚区上倉田936-2 045-881-7070

D.Dセルフ小杉SS 211-0063 神奈川県川崎市中原区小杉町2-271-1 044-722-5432

D.Dさぎぬま北SS 216-0005 神奈川県川崎市宮前区土橋2-6-1 044-877-2219

D.Dセルフ手広SS 247-0063 神奈川県鎌倉市梶原330 0467-45-0300

大阪支店SSグループ 590-0964 大阪府堺市堺区新在家町東1-1-28（日本興亜堺ﾋﾞﾙ2階） 072-224-8084

高倉町SS 534-0016 大阪府大阪市都島区友淵町2-8-18 06-6928-6675

玉出SS 557-0063 大阪府大阪市西成区南津守7-13-27 06-6656-2009

鳳北SS 593-8328 大阪府堺市西区鳳北町3-28 072-262-6224

D.D泉北赤坂台SS 590-0144 大阪府堺市南区赤坂台6-20-11 0120-150-824

D.Dセルフ深井駅前SS 599-8237 大阪府堺市中区深井水池町3252-2 072-278-5701

D.Dセルフ阪和堺インターSS 599-8251 大阪府堺市中区平井818-4 072-277-5970

D.DセルフなかもずSS 591-8025 大阪府堺市北区長曽根町3078-1 072-250-6551

D.D宝塚中山台SS 665-0877 兵庫県宝塚市中山桜台2-2-4 0797-88-4378

〒 住所 電話番号
D.Dセルフ生駒真弓SS 630-0122 奈良県生駒市真弓2-14-1 0743-79-2592

D.Dセルフ第二神明大久保ｲﾝﾀｰSS 651-2412 兵庫県神戸市西区竜が岡1-5-1 078-967-5353

D.Dセルフ神戸つつじが丘SS 655-0852 兵庫県神戸市垂水区名谷町字寺池1460-2 078-709-2223

名古屋支店SSグループ 464-0075 愛知県名古屋市千種区内山3-3-9 052-733-2290

D.D高岳町SS 461-0001 愛知県名古屋市東区泉2-21-18 052-931-2807

D.D千種SS 464-0075 愛知県名古屋市千種区内山3-3-9 052-731-4050

上小田井SS 452-0814 愛知県名古屋市西区南川町74 052-501-6483

D.Dセルフ大野木SS 452-0803 愛知県名古屋市西区大野木5-1 052-505-2400

御器所SS 466-0015 愛知県名古屋市昭和区御器所通1-24 052-853-3741

D.D千代田通SS 463-0048 愛知県名古屋市守山区小幡南2-2-21 052-794-1155

D.Dセルフ平針SS 468-0011 愛知県名古屋市天白区平針3-711 052-803-3151

D.Dセルフ萩野通SS 462-0026 愛知県名古屋市北区萩野通1-15 052-917-0701

D.D春日井時計台SS 486-0833 愛知県春日井市上条町6-2545 0568-81-7281

D.Dセルフ鹿山SS 458-0045 愛知県名古屋市緑区鹿山2-6-1 052-896-7557

D.D豊明SS 470-1121 愛知県豊明市西川町島原9-10 0562-92-7019

D.Dセルフ太平通SS 454-0838 愛知県名古屋市中川区太平通3-18 052-354-6711

D.Dセルフ植田SS 468-0003 愛知県名古屋市天白区鴻ノ巣2-112 052-801-4525

D.Dセルフ菅田SS 468-0043 愛知県名古屋市天白区菅田2-101 052-801-4966
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D.Dセルフ生駒真弓SS

タリーズコーヒー
アトレヴィ秋葉原店

KFC中山店

〒 住所 電話番号
協進石油株式会社
本社 105-0023 東京都港区芝浦1-14-5（芝浦TYビル8階） 03-5418-6747

D.D入船桜川SS 104-0042 東京都中央区入船1-3-5 03-3551-4362

D.D赤堤SS 156-0044 東京都世田谷区赤堤3-24-21 03-3325-8484

D.D弥生町SS 164-0013 東京都中野区弥生町2-30-4 03-3383-5709

＜子会社サービスステーション＞
〒 住所 電話番号

KFCインレット小杉店 211-0063 神奈川県川崎市中原区小杉町2-271-1 044-739-1650

KFC保土ヶ谷店 240-0023 神奈川県横浜市保土ヶ谷区岩井町1-7-309 アーバンビル 045-338-3273

KFC中山店 226-0013 神奈川県横浜市緑区寺山町59 中山駅ビル 045-930-1570

KFC天王町サティ店 240-0001 神奈川県横浜市保土ヶ谷区川辺町3-1 天王町サティ1階 045-340-2571

＜KFC＞

〒 住所 電話番号
タリーズコーヒー
飯田橋ガーデン
エアタワー店

102-0072 東京都千代田区飯田橋3-10-10飯田橋ガーデンエアタワー1階 03-3512-9722

タリーズコーヒー
品川三菱重工
本社ビル店

108-0075 東京都港区港南2-16-5三菱重工ビル
グランパサージュ2　2階 03-6718-2830

タリーズコーヒー
蒲田アロマ
スクエア店

144-0052 東京都大田区蒲田5-37-1ニッセイアロマスクエア1階 03-5714-0630

タリーズコーヒー
イオン津田沼
ＳＣ店

275-0016 千葉県習志野市津田沼1-23-1イオン津田沼ショッピングセンター2階 047-403-3610

タリーズコーヒー
霞ヶ関
桜田ビル店

105-0003 東京都港区西新橋1-1-3　東京桜田ビル1階 03-3539-2766

タリーズコーヒー
アトレヴィ
秋葉原店

101-0028 東京都千代田区神田花岡町1-9アトレヴィ秋葉原2階 03-5296-7711

タリーズコーヒー
新川崎
三井ビル店

212-0058 神奈川県川崎市幸区鹿島田890新川崎三井ビルWEST棟　1階 044-520-1078

＜タリーズコーヒー＞
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発行可能株式総数 ..................................30,400,000株
発行済株式の総数 .....................................7,600,000株
株主数 ................................................................. 4,216名

株式の状況

株  主  名 持株数（株） 持株比率（%）
新日本石油株式会社 1,140,000 16.95
株式会社日新 820,000 12.19
東電不動産株式会社 400,000 5.95
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 349,000 5.19
株式会社三井住友銀行 250,000 3.72
筒井博昭 205,900 3.06
筒井健司 164,300 2.44
筒井敦子 158,900 2.36
日新商事従業員持株会 105,510 1.57
株式会社三菱東京UFJ銀行 100,000 1.49
（注）1.持株比率は自己株式（873,338株）を控除して計算しております。
　　2. 当社は、自己株式873,338株を所有しておりますが、上記の表には記載しており

ません。

大 株 主

100株以上
376,212株
5.0%

100株未満　290株  0.0%
500株以上
34,650株  0.4%
1,000株以上
651,040株  8.6%

500,000株以上
2,833,338株
37.3%

100,000株以上
1,733,610株
22.8%

5,000株以上
326,860株
4.3%

10,000株以上
1,042,600株
13.7%

50,000株以上
601,400株
7.9%

所有数別株式分布状況

個人・その他
3,748,928株
49.3%

金融機関
1,090,000株
14.3%

外国人
12,100株
0.2%

証券会社
6,872株
0.1%

その他国内法人
2,742,100株
36.1%

所有者別株式分布状況

（平成22年3月31日現在）

一株当たり配当金（年間）の推移
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（単位：円）
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　当社では、毎年3月31日現在で当社株式を1単元（100
株）以上所有の株主様に郵便局の選べるギフト「鳥コース」掲
載商品の中からご希望の商品（3,000円相当）を贈呈する株
主優待制度を導入しております。

株　主　優　待

（前期末比565名増）
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〒105-0023 東京都港区芝浦一丁目14番5号（芝浦TYビル）
TEL.03-3457-6251　　http://www.nissin-shoji.co.jp/ 地球環境に配慮した大豆油

インキを使用しています

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基準日　定時株主総会
　

期 末 配 当
中 間 配 当

株 主 名 簿 管 理 人

郵 便 物 送 付 先
（ 電 話 照 会 先 ）

毎年4月1日から3月31日まで
毎年6月下旬
3月31日
その他必要のある場合は公告いたします｡
毎年3月31日
毎年9月30日
〒105-8574 東京都港区芝三丁目33番1号
中央三井信託銀行株式会社
〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部
TEL.0120-78-2031（フリーダイヤル）

取次事務は中央三井信託銀行株式会社の全国各支店並びに日本証券代行株
式会社の本店及び全国各支店で行っております。
 ●住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座が
ないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関で
ある中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

 ●未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。
 ●「配当金計算書」について
配当金支払いの際送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定
に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行う際は、その添付資
料としてご使用いただくことができます。
なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、本年よ
り配当支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいております。
※確定申告をなされる株主様は、大切に保管ください。

■ 株 主メモ■会社 概要（平成 2 2 年 6 月 2 9 日 現 在 ）

商 　 　 号

設 　 　 立
資 本 金
本 社 所 在 地

従 業 員 数

会 社 概 要

日新商事株式会社
NISSIN SHOJI CO., LTD.
昭和25年2月1日（創業  昭和22年8月7日）
36億2,400万円
〒105-0023
東京都港区芝浦一丁目14番5号（芝浦TYビル）
TEL.03-3457-6251
350名（平成22年3月31日現在）

代表取締役
社 長
代表取締役
副 社 長
常務取締役

取 締 役

役 員

阿部　泰弘

筒井　博昭

田名部陽介
本間　一郎
磯部　史雄
筒井　重伸
中島　　博

常勤監査役
監 査 役
社外監査役

三浦　満男
折本　邦夫
山口　睦男
増田　正治

主 要 事 業
●一般石油製品及び副製品の販売
●石油化学製品及びその合成樹脂製品の販売
●液化石油ガスの製造、販売、並びにその附属品の販売
●自動車部品及びタイヤ類の販売
●プラスチックの成形機械類並びにその附属品の販売
●損害保険代理業並びに自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業
●飲食店業
●不動産賃貸業
●電解還元水整水器、カートリッジ及び電解還元水の販売
●自動車及び自動車用品の賃貸業
●食料品、飲料（清涼飲料水）、日用雑貨品及びその他生活用品の販売
●超高輝度マイクロプリズム反射素材の販売
● 電気通信事業法による通信機器販売及び電気通信サービスの加入手続き
　 に関する代理店業務
●電化製品及び環境対応商品等の販売　等


